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a． 問題設定

　本発表の 目的は、大卒事務系総合職の 新卒採飛

担 当者 へ の 閔きとり調査に よっ て 、企業 の 能力評

餌 の あ り方とそ こ で の 学業経験 の位置づ けを明 ら

か にす るこ とで ある。

　々、くっ カ〉（7）先行石iWE｝こよれ右ま、　1990 年イ弋以降、

大学にお い て勉学を重視する学生は増加 して お り、

学生は 「ま じめ化1 して い る。こ の背景 と して挙

げられて い る の は、  大学改革の進展 と  経済不

況 へ の 学生 の 適応行動である 。 こ うした点か ら 、

大学における学業経験に対するまな ざしは相対的

に強ま っ てお り、 学業経験の 社会的な重要性 は従

来 よ りも高ま っ て い ると推測 され る。

　 に もかかわ らず、新規大卒労働市場 にお ける学

業経験 （こ こ で は入文社会科学系公野）の位置づ

けは十分に 分析 され て きた とは い い がた い 。確か

に、仕事競争モ デル 等の 経済学理論 を援用する こ

とで企業による大学教育無用論を裏づ けるか の よ

うな実証研究は比較的行われてきた し、近年では

　（飼 々 の 専門知識 ・技能で はな く） ニ ン ピテ ン シ

ーとい う汎用性の ある能力 の育成を想定す る こ と

で 大学教育 の 職業的 レ リバ ン ス （有効性）を模索

す る動きが現れて い る。 こ うした研究で は 、 学業

経験が企業か ら評価され て い ない よ うにみ える と

い う点は明 らかに され て きた。しか し、そ こでは、

なぜ その よ うにみえ るの か とい うメ カ ニ ズ ム は十

分に解明 され て きたとは い い がたい
。

　 以上 を踏ま えて、本発 表では 、 なぜ学業経験は

企業か ら評鯔されて い ない よ うにみ える の か とい

う問い を後述す る 「注力 エ ピ ソー ド」 に基づ く企

業の能力評価に 着 目 しなが ら仮説的に検討する。

　 なお 、
こ こ で の 学業経験 とは人 文社会科学系分

野 の 学習活勁全般を想定 して い る。なぜ なら、当

該分野 は労働市場 に 対する存在意義が相対的に強

く間われ て い る と考えられ るか らであ る 。

2， 仮説

　学業経験が企業か ら評価 され て い ない よ うにみ

える要因 に つ い ては、少なくとも次の 3 つ の仮説

を考えるこ とが で きる。

　第 1 に、企業起因説で ある。これは、企業がサ

ークル 等の課外活動の 方 を （学業経験 よ りも）高

く評価 して い る とい う常識的な考え方で ある 。 第

2 に、学生起因説で ある 。 これ は、学生 が （「ま じ

め化」 して い るに もかか わらず）学業経験を 「注

力 エ ピ ソー ド」 として選 択して い ない とい う考え

方で ある。第 3 に、大学教育趨因説で ある 。 こ れ

は 、 学業経験には労働市場で評価しに くい構造的

な特質が あ るとい う考え方で あ る。

　 本発表は仮説検証の研究で はな く、仮説生成の

研究で ある 。 そ の ため 、 上記仮説の うちどれ が最

も適切 で ある の か とい う点 を判定す る もの で はな

い 。む しろ、様 々 な仮説が複合的に成立 し うる実

態を企業側 のデータか ら読み解 くこ とを試みる 。

3． 分析ヂータ

　本聚表では、分析データとして、大卒事務系総

合職 の 新卒採用担 当者へ の 闘き とり調査結果を用

い る （調 査の 方法や意義 に つ い て の 詳細は小 山

（2008）を参照され たい ）。

　筆者は 、2007年 4 月 下旬に 1社に対 して予備

調査 を実施 した後、同年 6 月下旬か ら 2008 年 2

月下旬までに 13 社に対 して本調査を実施 した。

こ の 13 社が本発表 の 分析対象で あ る。 こ の調査

では、主に 2007 年採用活動 （2008 年 3 月卒が対

象）に関 して重点的に質問を行 っ て い る。

　 調査対象企業の 内訳 は、製造業 8社、卸売 ・
小

売業 ・飲食店 2 社、 建設業 1 社 、
x ネル ギ

ー
業 1

社、サ
ービ ス 業 1社で ある。 卸売 ・小 売ee　・飲食

店 1 社 の 従業員数は 500−999人規模で あるが 、 そ

の 他の 企業の 従業員数は 1000人以上 規模である
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（特に 5000 人以上規模 の企業が多い ）。以上か ら、

調査対象企業には産業や企業規模に偏 りがあ る と

い う点には留意が必要 で あ る。

4．分析

　本発表の 分析デー
タに よれ ば、企業の 能力評価

は 牲 力 エ ピ ソー ド」を基軸 として行 われて い る。

「注力 エ ピ ソー
ド」 とは 、 学生時代に熱 心に取 り

組んだ活動内容等で あ り、学生が就職活動の 自己

PR の 素材 とする もの で ある （小 山 20es：148）．

以下で は 、 こ の 「注カエ ピ ソー ド」 を手 掛か りに

して前述 の 問い に対する仮説を検討する。

　 まず、企業起因説に つ い て検討す る。「注カエ ピ

ソー
ド」 に基づ く能力辞価で重要 な点は 、 範囲の

無限定 性で あ る。すなわち、「注力エ ピ ソー ド」の

中身は 、 学生時代に熱心に取 り組 んだも の であれ

1剥可で もよ い とされ て い る の で あ る。 実際、企業

が面接 で使用 して い る評価用紙には、特定の 活動

内容の みを高 く評儀す る等の 記述はな く、 能力項

目や メ モ 欄が並 ん で い るに 留ま る 。
こ の こ とは、

学業経験淤 「注カエ ピ ソ
ー

ド」 にな りうるこ とを

示唆す る
一

方で 、当該経験は 「注カエ ピ ソー 納

の 瑚 〜に過ぎない とい うこ とも示唆 して い る a

　 次 に、学生起因説 にっ い て検討する。採用麺 当

者の言説に よれば、大半の 学生は 駐 カヱ ピ ソー

ド」 と L て 学業経験を選択せずに 、 サ
ー

クル ・ア

ル バ イ ト経験を選択する傾向がある とい う。上述

した 「注力工 ピ ソー
楠 の 範囲の 無限定性は 、 当

該X ピソー ドの 中身が学生 側 の 選択行動に大 き く

依存 して い る とい うこ とを意味 し て い る。学生は 、

　「注カエ ピ ソ
ー

ド」 の 範囲の 無限定性 に もかか わ

らず、実際に はか な り均質的な自己 PR 行勠を し

て い る と推測 され る 。 この ことは 、企業 には学業

経験を 「注 力 ヱ ピ ソ
ー

ド」 と して 考慮するk壌が

あるに もかか わ らず、実際には轢 経験に関する

　 「注力 エ ピ ソ
ー

ド」 を評価対象 にする機会は少な

い とい うこ とを示唆 して い る。

　 最後 に 、 大学教育趨因説 につ い て検討す る 。 こ

の点に つ い ては、学士 課 程段階で の 学習は教員の

指導に よる受動的な 陸質が強く 、 （サー
クル 活動等

と比較 し て）学生 の 主体性が発揮 しに くい の で は

な い か とい う指摘がみ られた 。 この 指摘は 、
「ま じ

め化」 の 潜 在的逆機能と解釈 し うる 。

5．結論と考察

　以上 の 分析結果を踏ま え て 、本発表で 仮説的に

提示する の は、学業経験が企業か ら評価され て い

な い よ うにみえる メカ ニ ズ ム として 重要なの は企

業 と学生 （と大学）の共犯関係 の 作動で ある とい

う考え方である 。

　離述 したよ うに、企業には学業経験を 「注力エ

ピ ソー ド」 と して 評価対象 にす るだけの 土壌はあ

る （修正版 企業起因説）。にもかかわ らず、大半の

学生はサ
ー

クル ・ア ル バ イ ト経験 を 「注力エ ピソ

ー ド」 として選択 し、結果的に均質的な自己 PR

の 中で の 差異化ゲーム に身を投 じて い ると考 え ら

れ る （学生起因説）。
一

方で、大学は主体的学習の

場を十分に提供で きて お らず 、 学生 に と っ て は学

業経験 を 駐 カ エ ピ ソー ド」 として選択 しに くい

のか もしれない （大学教育起因説）。 こ れ を企業側

か らみれ ば、「注力 エ ピ ソー ド」の 範驢は無限定で

あるか ら、それ で も表面上は問題はない
。

こ うし

た企業 と学生 （と大学）の結果的な共犯蘭係の 作

動が
、 学業経験が企業か ら評価 されて い ない よ う

にみ えるメカ ニ ズ ム である とい うの が本発表の 仮

説的な解塔 で ある。

　 最後 に 、本発 表 の 3 つ の 課題 につ い て言及す る。

　 第 1 に、本黻 は属性に偏 りがみ られる企業調

査データに依拠 して い るため、中小企業等に対 し

て 知見を HlltL化する こ とには慎重で なけれ ばなら

ない 。第 2 に、今後は一定規模の 学生調査データ

に よる研 究が 必要不 可欠 で あ る 。 第 3 に 、 大学教

育起因説 との 闘連で、「ま じめ化」が労働市場で の

評緬につ なが りにくい 「閉じられた経験」 にな っ

て い る可能性 に つ い て実証 的に検証 して い く必要

が ある。
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